






















































の 1、小さいものは 2 万分の 1 である。縮尺が表示なしの図もあるが、それらは他の図との比較
から、おおよそ 1 万分の 1 ないしは 2 万分の 1 と思われる。そのため大部分の図は 1 万分の 1 か
ら 2 万分の 1 の範囲内の縮尺といえる。発行年月は 1904（明治 37）年から、1939（昭和 14）年
に及んでいるが、1906（明治 39）年に 4種類の図が発行されていることが注目される。大連は日
露戦争時に日本の占領下におかれるが、その後に大連市街地図の需要が増えて各種の地図が盛ん









番号 21 の図の製図者である木崎純一は、民間の地図作成者として著名な木崎盛政の弟である 7）。
発売所・売捌所として注目されるのは大阪屋號書店（13、15、18、21 番）である。大阪屋號書店
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1 PLAN OF CITY"DALNY" 佐藤なか
タリニー地図
出版所 1904.11 多色 片面 50×63 1:10000 個人
2 大連市街平面全図（表）
＜大連全地図＞、
名称なし（写真） 山本爲治 山本爲治 1905.8 多色 両面 39×54 1:10000 日文研





財藤勝蔵編 十字屋 1906.5 多色 両面 79×110 表示なし 日文研











財藤勝蔵 財藤勝蔵 1906.12 単色 両面 74×104 表示なし 日文研






























両面 55×79 表示なし 日文研




























1923.8 多色 両面 77×107 １:6000 日文研








店 1926.5 多色 両面 79×93 1:15000 個人
16 大連市街全図 大連市役所、同蔵版 1926.9 多色 片面 76×94 1:15000 日文研

















1931.11 多色 両面 79×110 1：3000 日文研
19 大連市街全図 高橋勇八（編）
高橋勇八、大













店 1938.9 多色 片面 55×79 1:16000 国会
22 大連市案内図 大連市役所 1939.8 単色 片面 26×51 表示なし 国会
（注） 表中の空欄は該当なし。所蔵で国会は国会図書館、日文研は国際日本文化研究センター図書館、岐阜図は岐阜県図書館、
個人は筆者の略。所蔵は筆者が本研究で参照した所蔵先のみ示した。












たが、1905 年 6月には軍政下の行政組織として関東州民政署が大連に設置された。戦後の 1906 年
9 月には関東州に関東都督府がおかれ民政に移行し、大連民政署が開設された。そして、1915（大
正 4）年 10 月には大連市及旅順市規制に基づく特別市（自治権は制限）となり、1924（大正 13）




??????????? ? ???? ??
表 1のなかで一番早く1904 年 11 月に発行された図は、「PLAN OF CITY"DALNY"」という英文 
タイトルの図（1番）であり、それを示したのが図 1である。図の枠内の文字はすべて英文で書か
れているが、枠外に記される著作兼発行人は神戸市の佐藤なか、発行所は同市のタリ二―地図出版
所であり、日本人により発行された図である。縮尺は、図のタイトル下に「SCAR  00.1＝100 SAZ．」
とあることから、1 万分の 1 といえる。図の内容は帝政ロシア時代の大連の都市計画図であり、 
市街は大きく、EUROPIAN  SETTLEMENT と CHINESE  SETTLEMENT に分けられ、EUROPIAN 
SETTLEMENT は、ADMINISTRATIVE  QUARTER、COMMERCIAL  QUARTER、SEPARATED 
QUARTER などに塗分けて示されている。また、主要な建物がアルファベットで図中に示され、
その名称が凡例に A  CHURCH などとして記されており、地図内の建物は既にできているもの
（COMPLETE  WORKS）と建設予定のもの（PROPOSED  WORKS）に色分けして示されている。
この地図の内容は、枠内の文字が日本語で表記された「大連市築港及市街設計図」10）と同じであ
り、同じ内容のロシア作製の地図（1899 年）もある 11）。英語表記の本図と日本語表記の図の関係
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なお以下の記述では、当時の呼称をふまえて、地図に示される EUROPIAN  SETTLEMENT と
CHINESE  SETTLEMENT を合わせた地域を旧市街（その中心に円形の大広場がある）、そのなか
の ADMINISTRATIVE  QUARTER を露西亜町、COMMERCIAL  QUARTER を商業地区と称する。
ちなみに、CHINESE  SETTLEMENT の場所は、日本占領後は伏見台と呼ばれる日本人居住区と
なり、中国人居住区となったのは、その西方の小崗子地区であった。
2 番の「大連市街平面全図」は 1905 年 8 月 10 日に大阪の山本為治が著作兼発行者として発行
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市街は薄いピンク色、黄色、水色で塗り分けられ、凡例にはそれぞれ第 1 区、第 2 区、第 3 区と
ある。これらは 1 番の図の地域区分とはまったく異なっており、第 1 区は軍用地区、第 2 区は日
本人居住地区、第 3 区は中国人居住地区を示すものと考えられる 13）。また、凡例には給水口と井
戸が挙げられており、図中には給水口のマークと多くの井戸のマークが記されている。水道施設
ができる以前において、都市生活には水源の確保が重要であったことがうかがえる。





であることから、1 万分の 1 の縮尺といえる。図に凡例はないが、露西亜町と商業地区に箱型で
建物が多く示されており（このような建物の表記は 2番の図にはない）、他地域に先駆けてこれら
の地域の市街化が進んでいた様子が表現されている。














載されている図である。図の著作兼発行者は東京の頼本常太郎で、発行は 5番と同じ 1906 年 6月
である（発行日は 13日であるが、5番は発行日が不明なため、その前後関係は特定できない）。表
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の地図と裏面の大連市街図の周囲には、大連市の商家の広告が配され、各広告には 1から 85 まで
の番号が付いており、大連市街地図にはその番号で商家の位置が示される形になっている。この
ような内容と、表紙タイトルの上部に「満州著名実業家案内」との記載があることから、この図
は 4 番の図と同様に商工案内図としての性格が強い図といえる。市街図の縮尺は 1 万分の 1 であ
り、図中には軽便鉄道の線路が赤線で強調して記される。ただし、大連市の路面電車が開通する




きい。そのため図の紙面は、縦 74 ㎝、横 104 ㎝とかなり大きくなっている。地図の著作印刷発行
人は財藤勝蔵であり、発行年月は 1906 年 12 月である。図に縮尺の表示はないが、他の図との比





























11 番の「大連市街図」は、1913 年 10 月再版の図であり、初版はいつか詳らかではないが（筆
者未見）、1911 年 12 月に要塞司令部認可とあることから、1912 年に初版が発行されたと考えられ
る。著者や発行所については、南満州鉄道株式会社蔵版とあるだけである。図中で市街化が進ん
でいる場所は橙色で塗られており、図の西は小崗子地区まで記されている。図の縮尺の表示はな
いが、次の 12 番の図との比較から、同じく 1 万 5000 分の 1 ではないかと思われる。また、図の
左上には「大連附近図」と題する 10 万分の 1の広域図が挿入されている。
??????????? ? ???? ??
12 番の「大連市街図」（図 3）は、1921（大正 10）年 6月、満鉄の総務部調査課作成、満蒙文化
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これと同じ図は満洲日日新聞創刊 15 周年記念として、1921 年 11 月 3日の同新聞の附録として発
行されており、その図では裏面に「満鮮略図並満州主要市街地図」と題して、満鉄とその委任経
営鉄道路線の略図とハルピン、長春ほかの主要都市の市街地図が掲載されている 18）。
13 番の「大連市改正町名地番入市街図」は、1923（大正 12）年 8月に大連奨学会が発行し、大
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14 番の「大連」は、1924（大正 13）年 4月発行で、著作権所有者は関東庁、印刷兼発行者が陸
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14 番の「大連」は、1924（大正 13）年 4月発行で、著作権所有者は関東庁、印刷兼発行者が陸
















16 番の「大連市街全図」は、大連市役所が発行所、蔵版として 1926 年 9 月に発行された縮尺








11 月に発行されたものである。縮尺は 2万分の 1で大連市内の市街地が描かれるが、当時大連市





18 番の「東部大連市街戸別案内図」は、大連市東部（旧市街）のみを記した 1931（昭和 6）年






（昭和 8）年 5月に発行されたものである。図にスケールの記載はないが、図の大きさから 2万分
の 1 の縮尺と思われる。この図は 1934、1935、1937 年発行のもの（1937 年は改訂版）の発行が





ハ、横の 1、2、3の番号に対応させてその位置が分かるようにしている点は 17 番と同じである。
20 番の「大連市戸別案内図　東部」（図 6）は、岡崎仲治が著作人、教育堂が発行所として 1935
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21 番の「最新詳密　大連市全図」は、1938（昭和 13）年 9月に木崎純一が製図者、伊林書店が
発行所、大阪屋號書店が発売所として発行した図である 22）。同じ図は 1940（昭和 15）年の改訂版

















る。また、筆者所蔵の 1番、15 番、20 番の市街地図は管見の限り、他の機関等には所蔵が確認で
きない。その意味では貴重な資料の情報を提示できたと考える。



























8 ） 湯原健一「大阪屋号書店小史」愛知大学国際問題研究所紀要 153、2019、87-124 頁。
9） 大連行政の変化については、大連市編『大連市史』大連市、1936（地久館、1989 年復刻版）による。
10） 上田恭輔『露西亜時代の大連』1918 に付図として収録されており、1905（明治 38）年 7月、関東州民政署
発行となっている。
11） 筆者は現物未見であるが、前掲 3）①、24 頁に画像が紹介されている。
12） この図と同じ図（ただし裏面はなし）は、同年同月 5 日に中村源兵衛が著作者、山本為治が発行者となっ
て発行された『大連案内』（筆者所蔵）の巻頭に付図として収録されている。そのためこの図は、同書の付
図から独立して 1枚の地図に仕立てられたものといえる。
13） 前掲 12）、9-10 頁によると、1905 年 4 月 3 日に遼東守備軍司令官によって大連専管地区の設定がこの 3 地
区に分けて行われている。
14） 国立国会図書館サーチでは、この地図以外に著者・編者として 35 件、出版社としては 92 件の書物にその
名が登場する。ちなみに 2 番の地図の著作兼発行者である山本為治に関しては、同検索では 2 番の地図以
外には 2件の書物に名が記されるにすぎない。



























8 ） 湯原健一「大阪屋号書店小史」愛知大学国際問題研究所紀要 153、2019、87-124 頁。
9） 大連行政の変化については、大連市編『大連市史』大連市、1936（地久館、1989 年復刻版）による。
10） 上田恭輔『露西亜時代の大連』1918 に付図として収録されており、1905（明治 38）年 7月、関東州民政署
発行となっている。
11） 筆者は現物未見であるが、前掲 3）①、24 頁に画像が紹介されている。
12） この図と同じ図（ただし裏面はなし）は、同年同月 5 日に中村源兵衛が著作者、山本為治が発行者となっ
て発行された『大連案内』（筆者所蔵）の巻頭に付図として収録されている。そのためこの図は、同書の付
図から独立して 1枚の地図に仕立てられたものといえる。
13） 前掲 12）、9-10 頁によると、1905 年 4 月 3 日に遼東守備軍司令官によって大連専管地区の設定がこの 3 地
区に分けて行われている。
14） 国立国会図書館サーチでは、この地図以外に著者・編者として 35 件、出版社としては 92 件の書物にその
名が登場する。ちなみに 2 番の地図の著作兼発行者である山本為治に関しては、同検索では 2 番の地図以
外には 2件の書物に名が記されるにすぎない。
17( 　 )─　　─96
15） 同年 9月 25 日に営業を開始した。南満州鉄道株式会社『南満州鉄道株式会社十年史』、1919、654 頁。
16） 国際文化研究センター図書館所蔵。
17） 前掲 8）、100 頁。
18） 国際文化研究センター図書館および筆者所蔵。
19） 前掲 9）、417 頁。
20） 前掲 8）、93 頁。




24） ともに『昭和 10 年全国商店街調査資料第 13 巻』編集復刻版、不二出版、2008、所収。
??
本研究を行うに当たって、国際日本文化研究センター図書館、岐阜県図書館の方々には所蔵地図の閲覧におい
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